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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期

会計期間

自令和２年
10月１日

至令和３年
３月31日

自令和３年
10月１日

至令和４年
３月31日

自令和４年
10月１日

至令和５年
３月31日

自令和２年
10月１日

至令和３年
９月30日

自令和３年
10月１日

至令和４年
９月30日

営業収入 百万円 578 569 580 1,282 1,347

経常利益又は経常損失（△） 百万円 14 △4 △32 17 44

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益又は親会社株主に帰

属する中間純損失（△）

百万円 21 △5 △32 25 37

中間包括利益又は包括利益 百万円 21 △5 △32 25 37

純資産額 百万円 1,972 981 991 1,976 1,024

総資産額 百万円 10,412 10,275 10,322 10,394 10,321

１株当たり純資産額 円 103,450.22 51,471.60 51,993.10 103,660.72 53,711.34

１株当たり中間（当期）純利益

金額又は１株当たり中間純損失

額（△）

円 1,117.48 △284.36 △1,718.24 1,327.99 1,955.38

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額
円 - - - - -

自己資本比率 ％ 18.9 9.6 9.6 19.0 9.9

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
百万円 127 74 143 177 233

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
百万円 △8 △23 △66 △37 △51

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
百万円 △66 △84 △51 △110 △119

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
百万円 174 119 241 153 215

従業員数
人

111 106 100 109 107

（外.平均臨時雇用者数） (88) (65) (80) (75) (78)

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。なお、第66期中及び第67期中については、１株当たり中間（当期）純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第66期の期首から適用してお

り、第66期中以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっており

ます。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期

会計期間

自令和２年
10月１日

至令和３年
３月31日

自令和３年
10月１日

至令和４年
３月31日

自令和４年
10月１日

至令和５年
３月31日

自令和２年
10月１日

至令和３年
９月30日

自令和３年
10月１日

至令和４年
９月30日

営業収入 百万円 543 524 533 1,191 1,323

経常利益又は経常損失（△） 百万円 20 △1 △32 12 39

中間（当期）純利益又は中間純

損失（△）
百万円 28 △2 △33 19 33

資本金 百万円 953 953 953 953 953

発行済株式総数 株 19,067 19,067 19,067 19,067 19,067

純資産額 百万円 2,005 1,005 1,007 1,997 1,041

総資産額 百万円 10,395 10,254 10,293 10,370 10,292

１株当たり配当額 円 - - - - -

自己資本比率 ％ 19.3 9.8 9.8 19.3 10.1

従業員数
人

86 82 75 85 81

（外.平均臨時雇用者数） (74) (50) (68) (59) (64)

　（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第66期の期首から適用しており、

第66期中以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

３【関係会社の状況】

　　　当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

  当社グループのセグメントは単一でありセグメント情報を記載していないため、事業部門別に示した従業員数は

次のとおりであります。

令和５年３月31日現在
 

事業の部門等の名称 従業員数（名）

ゴルフ場部門 75（68）

食堂部門 25（12）

合計 100（80）

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

　当社のセグメントは単一でありセグメント情報を記載しておりません。

令和５年３月31日現在
 

従業員数（名） 75（68）

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等若しくは経営上の目標の達成状

況を判断するための客観的な指標等に重要な変更はありません。

また、新たに定めた経営方針・経営戦略等若しくは指標等はありません。

 

 

(2）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

また、新たに生じた優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題はありません。

 

 

２【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

　当中間連結会計期間における当社グループ（当社及び連結会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

①財政状況及び経営成績の状況

　当社グループは、キャンペーン企画などで平日セルフプレーの誘致や新規会員の獲得に努めてきました。週末の

入場者数は順調に伸びてきており、コンペの数も徐々に増えてきております。しかしながら、前期同様に年末から

大雪に見舞われ、入場者数は前期並みで、前期比26名減の34,543名となりました。

　この結果、当中間連結会計期間の財政状態及び経営成績等は、以下のとおりとなりました。

 

a.財政状態

　当中間連結会計期間末の資産合計は前連結会計年度末に比べ1百万円（0.0％）増加し、10,322百万円となりまし

た。

　負債合計は、前連結会計年度末比で33百万円（0.4％）増加し、9,331百万円となりました。

　純資産合計は、前連結会計年度末比で32百万円（3.2％）減少し、991百万円となりました。

 

b.経営成績

　当中間連結会計期間の経営成績は、売上高580百万円（前年同期比2.0％増）、営業損失41百万円（前年同期は6

百万円の営業損失）、経常損失32百万円（前年同期は4百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する中間純損失は

32百万円（前年同期は親会社株主に帰属する中間純損失5百万円）となりました。

 

　当社グループの事業は単一のセグメントであり、セグメント情報を記載していないため、事業部門別に示した業

績は次のとおりであります。

　ゴルフ場部門では、前年並みの入場者数でしたが、３月からの値上げの効果もあり、営業収入は529百万円（前

年同期比1.8％増）となりました。

　食堂部門では、小規模ながら、新型コロナウイルスの感染拡大防止策をとったコンペ会食などが増えてきてお

り、営業収入51百万円（前年同期比3.5％増）となりました。

なお、当社の営業実績は天候に左右されることが多く、上半期と下半期の業績に季節的変動があります。補足す

ると、当中間連結会計期間の営業収入は580百万円でありましたが、前中間連結会計期間の営業収入は569百万円、

前連結会計年度における営業収入は1,347百万円であります。
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　１）入場者及び収入の実績

　(1）入場者実績

　当中間連結会計期間の入場者実績ならびに増減比較は次のとおりであります。

区分 営業日数及び入場者数 前年同期比（％）

営業日数（日） 123 △1.6

メンバー（人） 15,944 △7.0

ビジター（人） 18,599 6.7

計（人） 34,543 △0.1

 

　(2）収入の状況

　セグメント情報を記載していないため、事業部門別に示した当中間連結会計期間の収入実績は次のとおりであり

ます。

事業部門別 営業収入（千円） 前年同期比（％）

ゴルフ場部門 529,618 1.8

食堂部門 51,318 3.5

計 580,937 2.0

 

 

②キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、冬期間の降雪で入場者数は伸び

ず、税金等調整前中間純損失で32百万円となりましたが、会員入会金は順調に伸びて来ており、前連結会計年度末

に比べ25百万円増加し、当中間連結会計期間末には241百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得られた資金は143百万円で、前年同期に比べ69百万円増加しております。これは主に、会員入

会金の増加によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出した資金は66百万円で、前年同期に比べ42百万円増加しております。これは主に、固定資産

の設備投資によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果支出した資金は51百万円で、前年同期に比べ32百万円減少しております。これは主に、入会保証

金償還の減少によるものです。

（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点における当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

①重要な会計方針及び見積り

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」の中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。
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②経営成績等

ａ）財政状態

（資産合計）

　当中間連結会計期間末の資産合計は前連結会計年度末比で1百万円（0.0％）増加し、10,322百万円となりま

した。流動資産では前連結会計年度末比で12百万円（3.8％）増加し、333百万円となりました。これは現金及

び預金の増加によるものです。固定資産では前連結会計年度末比で11百万円（0.1％）減少し、9,989百万円と

なりました。これは主に減価償却費計上によるものです。

（負債合計）

　当中間連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末比で33百万円（0.4％）増加し、9,331百万円となり

ました。流動負債では収益認識に関する会計基準等の適用による年会費や会員入会金などの契約負債を計上し

ており、前連結会計年度末比で58百万円（3.5％)増加し、1,734百万円となりました。固定負債では入会保証金

の返還など、前連結会計年度末比で24百万円（0.3％）減少し、7,596百万円となりました。

（純資産合計）

　当中間連結会計期間末の純資産合計は、業績の不振のため、前連結会計年度末比で32百万円（3.2％）減少し

991百万円となりました。

　この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の9.9％から9.6％となりました。

ｂ）経営成績

　当中間連結会計期間の経営成績は冬期の降雪が多く、キャンペーン企画などで集客に努めましたが、入場者

につきましては前年並みの34,543名（前年同期比0.1％減）となりました。３月からプレー料金改定もあり、会

員入会金の募集も前年42件が83件となっており、順調にきておりますが、収益認識に関する会計基準等の適用

により、会員入会金、名義書換料、契約ロッカー料、年会費の収入に影響がでております。よって営業収入で

は、収益認識に関する会計基準等の適用前と比べてそれぞれの影響額が発生しております。その影響額は、会

員入会金で79百万円の減少、名義書換料で0百万円の減少、契約ロッカー料で11百万円の増加、年会費で67百万

円の減少となっており、当中間連結会計期間の業績は、売上高580百万円（同2.0％増）となりました。費用面

では、物件費で水道光熱費の高騰が影響し増加しております。経費では会員募集に伴う手数料費用が増加して

おり、営業損失41百万円（前年同期は営業損失6百万円）、経常損失は32百万円（前年同期は経常損失4百万

円）となりました。親会社株主に帰属する中間純損失は32百万円（前年同期は親会社株主に帰属する中間純損

失5百万円）となりました。

ｃ）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況につきましては、「（１）経営成績等の状況の概要　②

キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

　経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　２事業等のリスク」に記載され

ているとおりであります。

　当社グループは、このような状況を踏まえて、さらなる経営改善計画を策定し、新規募集による会員の増

加、セルフコースの新規企画によるオープンコンペ等の拡大など幅広いゴルファーに喜ばれるよう努め、株主

ならびに会員各位のご期待にお応えする所存であります。

 

③資本の財源及び資金の流動性

　当社グループの運転資金需要の主なものは、ゴルフ場のコース管理維持費、借地料、一般管理費などのほか、

預託金の返還があり、設備資金需要としてはコースの改修や施設の更新などがあります。

　当社グループの事業活動の維持拡大に必要な資金を安定的に確保するため、金融機関からの借入を行ってお

り、運転資金及び設備資金につきましては子会社を含め当社において一元管理しております。また、金融機関に

は充分な借入枠を有しております。平成30年３月には第三者割当による増資を行っており、ゴルフ場運営に資す

る新設備の導入や施設のリニューアルの原資とさせていただいております。このように当社グループは事業の拡

大や自己資本の充実による経営基盤の安定を図っております。

 

４【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

５【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。

　また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却及び売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,000

計 26,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在

発行数　（株)
（令和５年３月31日）

提出日現在
発行数　（株）

（令和５年６月29日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 19,067 19,067 該当事項はありません。 （注）１、２

計 19,067 19,067 ― ―

　（注）１．すべての発行済株式は、譲渡制限株式であり、譲渡には取締役会の承認が必要となります。

　　　　２．当社は単元株制度は採用しておりません。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

令和４年10月１日～

令和５年３月31日
－ 19,067 － 953,350 － 31,950

 

 

 

（５）【大株主の状況】

  令和５年３月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社北國新聞社 石川県金沢市南町２－１ 7,748 40.6

小松マテーレ株式会社 石川県能美市浜町ヌ１６７ 1,054 5.5

大京株式会社 石川県小松市串町工業団地１－１ 857 4.5

株式会社北國銀行 石川県金沢市広岡町２－１２－６ 762 4.0

東野産業株式会社 石川県加賀市動橋町ウ２ 684 3.6

清水建設株式会社 東京都中央区京橋２－１６－１ 612 3.2

三谷産業株式会社 石川県金沢市玉川町１－５ 400 2.1

北陸放送株式会社 石川県金沢市本多町３－２－１ 320 1.7

北陸鉄道株式会社 石川県金沢市割出町５５６ 308 1.6

株式会社小松製作所 東京都港区赤坂２－３－６ 242 1.3

株式会社大和 石川県金沢市片町２－２－５ 220 1.2

計 ― 13,207 69.3
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和５年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　19,067 19,067 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 19,067 ― ―

総株主の議決権 ― 19,067 ―

 

②【自己株式等】

　　　　該当事項はありません。

 

２【役員の状況】
前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）新任役員
 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

就任
年月日

取締役 小竹　由則 昭和44年11月２日生

 
平成２年４月㈱北國新聞社入社

平成20年１月同社　販売局販売部長

平成27年１月同社　営業局事業部長

平成31年２月北國新聞販売㈱代表取締

役社長

令和４年３月北國新聞社　販売局読者

開発本部長

令和５年３月当社　取締役　総支配人

（現任）
　

（注１） －
令和５年

３月31日

監査役 岡部　道典 昭和56年7月7日生

平成16年４月㈱北國新聞社入社

令和２年10月同社　加賀支社長

令和５年１月同社　総務局財務部長

（現任）

令和５年３月当社　監査役（現任）
　

（注２） －
令和５年

３月31日

（注１）令和５年３月31日開催の臨時株主総会の終結の時から令和５年９月期に係る定時株主総会の終結の時までで
あります。

（注２）退任した監査役の補欠として就任したため、任期は前任者の任期満了の時である令和５年９月期に係る定時
株主総会の終結の時までであります。

 

(2）退任役員
 

役職名 氏名 退任年月日

取締役 北川　勝義 令和５年３月31日

監査役 中村　成希 令和５年３月31日

　
 
(3）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性12名　女性－名（役員のうち女性の比率－％）
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について
(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（令和４年10月１日から令和５年

３月31日まで）の中間連結財務諸表及び中間会計期間（令和４年10月１日から令和５年３月31日まで）の中間財務諸

表について、太陽有限責任監査法人により中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(令和４年９月30日)
当中間連結会計期間
(令和５年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 215,857 241,456

営業未収入金 78,586 64,963

棚卸資産 21,640 22,214

その他 16,156 15,711

貸倒引当金 △11,031 △10,908

流動資産合計 321,209 333,437

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,829,936 6,805,389

機械装置及び運搬具（純額） 99,902 94,819

土地 2,817,418 2,817,418

建設仮勘定 － 32,828

その他（純額） 151,865 143,427

リース資産（純額） 7,520 4,080

有形固定資産合計 ※１ 9,906,642 ※１ 9,897,962

無形固定資産 69,676 69,243

投資その他の資産   

繰延税金資産 6,075 10,683

その他 18,094 11,476

投資その他の資産合計 24,169 22,160

固定資産合計 10,000,488 9,989,367

資産合計 10,321,698 10,322,804

負債の部   

流動負債   

買掛金 8,299 6,453

短期借入金 1,275,944 1,308,746

前受金 231,187 302,807

リース債務 5,918 4,406

未払法人税等 14,895 9,881

その他 ※２ 139,745 ※２ 102,197

流動負債合計 1,675,990 1,734,491

固定負債   

長期借入金 154,056 121,254

長期前受金 790,722 854,531

リース債務 2,203 －

退職給付に係る負債 258,762 251,825

入会保証金 5,765,850 5,725,350

入会登録保証金 650,000 644,000

固定負債合計 7,621,593 7,596,960

負債合計 9,297,584 9,331,452

純資産の部   

株主資本   

資本金 953,350 953,350

資本剰余金 31,950 31,950

利益剰余金 38,814 6,052

株主資本合計 1,024,114 991,352

純資産合計 1,024,114 991,352

負債純資産合計 10,321,698 10,322,804
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前中間連結会計期間

(自　令和３年10月１日
　至　令和４年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　令和４年10月１日
　至　令和５年３月31日)

営業収入 569,579 580,937

営業費用 473,476 505,832

営業総利益 96,103 75,104

一般管理費 ※１ 102,244 ※１ 116,792

営業損失（△） △6,141 △41,688

営業外収益   

受取利息 1 1

ゴルフ場利用税報償金 1,115 1,137

受取賃貸料 1,907 1,907

受取保険金 2 3,710

助成金収入 － 2,645

還付消費税等 612 －

その他 635 2,000

営業外収益合計 4,272 11,400

営業外費用   

支払利息 2,082 1,957

その他 326 117

営業外費用合計 2,408 2,075

経常損失（△） △4,277 △32,362

特別利益   

固定資産売却益 － ※２ 603

特別利益合計 － 603

特別損失   

固定資産除却損 ※３ 840 ※３ 333

特別損失合計 840 333

税金等調整前中間純損失（△） △5,118 △32,092

法人税、住民税及び事業税 303 5,277

法人税等調整額 － △4,608

法人税等合計 303 668

中間純損失（△） △5,421 △32,761

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △5,421 △32,761

 

 

 

 

【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

(自　令和３年10月１日
　至　令和４年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　令和４年10月１日
　至　令和５年３月31日)

中間純損失（△） △5,421 △32,761

中間包括利益 △5,421 △32,761

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △5,421 △32,761

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　令和３年10月１日　至　令和４年３月31日）

    (単位：千円)

 株主資本
純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 953,350 31,950 991,199 1,976,499 1,976,499

会計方針の変更による累積
的影響額

－ － △989,668 △989,668 △989,668

会計方針の変更を反映した当
期首残高

953,350 31,950 1,530 986,830 986,830

当中間期変動額      

親会社株主に帰属する中間
純損失（△）

－ － △5,421 △5,421 △5,421

当中間期変動額合計 － － △5,421 △5,421 △5,421

当中間期末残高 953,350 31,950 △3,890 981,409 981,409

 

当中間連結会計期間（自　令和４年10月１日　至　令和５年３月31日）

    (単位：千円)

 株主資本
純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 953,350 31,950 38,814 1,024,114 1,024,114

当中間期変動額      

親会社株主に帰属する中間
純損失（△）

－ － △32,761 △32,761 △32,761

当中間期変動額合計 － － △32,761 △32,761 △32,761

当中間期末残高 953,350 31,950 6,052 991,352 991,352
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前中間連結会計期間

(自　令和３年10月１日
　至　令和４年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　令和４年10月１日
　至　令和５年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失（△） △5,118 △32,092

減価償却費 83,387 79,293

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △13,709 △6,937

貸倒引当金の増減額（△は減少） △245 △123

受取利息 △1 △1

支払利息 2,082 1,957

固定資産売却損益（△は益） － △603

助成金収入 － △2,645

固定資産除却損 840 333

未収債権の増減額（△は増加） 66,506 13,675

棚卸資産の増減額（△は増加） △2,282 △573

その他の資産の増減額（△は増加） △34,689 7,002

仕入債務の増減額（△は減少） △37 △1,846

前受金の増減額（△は減少） 55,056 71,619

長期前受金の増減額（△は減少） △5,213 63,809

その他の流動負債の増減額（△は減少） △57,892 △36,347

その他の負債の増減額（△は減少） △552 △400

入会登録保証金の増減額（△は減少） △11,000 △6,000

小計 77,132 150,121

利息の受取額 1 1

利息の支払額 △2,070 △1,949

助成金の受取額 － 2,645

法人税等の支払額 △406 △6,977

営業活動によるキャッシュ・フロー 74,656 143,840

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △23,886 △67,326

有形固定資産の売却による収入 － 725

投資活動によるキャッシュ・フロー △23,886 △66,601

財務活動によるキャッシュ・フロー   

入会保証金償還による支出 △78,800 △48,200

リース債務の返済による支出 △5,333 △3,440

財務活動によるキャッシュ・フロー △84,133 △51,640

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △33,363 25,598

現金及び現金同等物の期首残高 153,080 215,857

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 119,717 ※１ 241,456
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【注記事項】

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　　　1社

㈱グリル片山津

２　連結子会社の中間決算日等に関する事項

　連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と同一であります。

３　会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　棚卸資産

　ａ 商品、貯蔵品

当社及び連結子会社は主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

b 原材料

　　最終仕入原価法

(2）重要な減価償却資産の減価償却方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。

建物 15～48年

構築物 10～38年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

(4）退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る債務

　従業員の退職金支給に備えるため、自己都合退職による中間期末要支給額の100％を計上しておりま

す。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①ゴルフ場収入については、来場者のゴルフプレー料金で、履行義務の内容はコースの貸し出しであり、

サービスを提供した時点で収益を認識しております。

②食堂収入については、直接来場者に食事の提供を行うものと、外部に委託して売上の一部を収益として

得るものがあり、サービスを提供した時点で収益を認識しております。

③コース使用料については、ゴルフ競技会やイベント時にコースを貸し出すことで得る収入で、サービス

を提供した時点、又はその期間にわたり収益を認識しております。

④入会金については、倶楽部の会員資格を得る対価で、会員にはプレーの予約や料金の割引、クラブハウ

スの利用権などが付与され、当社において会員が会員資格を保有すると想定した期間にわたり収益を

認識しております。なお、募集に係る代理店手数料については、入会時に費用計上しております。

⑤名義書換料については、上記、会員資格を得たものが他の者から名義を変更する場合の事務手数料で、

当社において会員が会員資格を保有すると想定した期間にわたり収益を認識しております。

⑥契約ロッカー料については、会員に専用のロッカーを貸し出す対価で、貸し出し期間は１年間であり、

その期間にわたり収益を認識しております。

⑦年会費については、会員への情報提供や施設の利用に関する費用に充てる会費で、期間は１年間であ

り、その期間にわたり収益を認識しております。
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⑧協賛金については、スポンサー協賛やイベント協賛で、競技、イベントが行われる際の広告の対価であ

り、サービスを提供した時点、又はその期間にわたり収益を認識しております。

 

(6）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許金、随時引き出し可能な現金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に僅少なリスクしか負

わない取得から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

前連結会計年度
（令和４年９月30日）

当中間連結会計期間
（令和５年３月31日）

10,438,764千円 10,505,720千円

 

※２　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の上、流動負債のその他に含めて表示しております。

 

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間（自　令和３年10月１日　至　令和４年３月31日）

　当社グループの売上高については、上半期は冬期降雪による閉場日が多く、季節的変動が著しく、連結会計

年度の上期と下期の間に著しい相違があります。

 

当中間連結会計期間（自　令和４年10月１日　至　令和５年３月31日）

　当社グループの売上高については、上半期は冬期降雪による閉場日が多く、季節的変動が著しく、連結会計

年度の上期と下期の間に著しい相違があります。

 

 

※１　一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　令和３年10月１日
　　至　令和４年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　令和４年10月１日

　　至　令和５年３月31日）

諸給与 53,800千円 54,969千円

退職給付費用 2,396 2,292

 

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　令和３年10月１日
至　令和４年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　令和４年10月１日
至　令和５年３月31日）

車両運搬具 －千円 603千円

計 － 603

 

※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　令和３年10月１日
至　令和４年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　令和４年10月１日
至　令和５年３月31日）

建物 503千円 253千円

構築物 175 －

機械装置 25 －

車両運搬具 137 －

工具器具備品 0 79

計 840 333
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　令和３年10月１日　至　令和４年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当中間連結会計期
間増加株式数

（株）

当中間連結会計期
間減少株式数

（株）

当中間連結会計期
間末株式数

（株）

発行済株式     

普通株式 19,067 － － 19,067

合計 19,067 － － 19,067

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　令和４年10月１日　至　令和５年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当中間連結会計期
間増加株式数

（株）

当中間連結会計期
間減少株式数

（株）

当中間連結会計期
間末株式数

（株）

発行済株式     

普通株式 19,067 － － 19,067

合計 19,067 － － 19,067

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間

（自　令和３年10月１日
至　令和４年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　令和４年10月１日
至　令和５年３月31日）

現金及び預金勘定 119,717千円 241,456千円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 119,717 241,456

 

（リース取引関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（金融商品関係）

１．金融商品の時価等に関する事項

中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

前連結会計年度末（令和４年９月30日）

 
　連結貸借対照表計上額

　　　　　　　（千円）
　時価（千円） 　差額（千円）

　(１)長期借入金

　　　（１年内返済を含む）
160,000 158,688 △1,311

　(２)リース債務

　　　（１年内返済を含む）
8,121 7,951 △170

　(３)入会保証金 5,765,850 4,570,414 △1,195,435

　(４)入会登録保証金 650,000 579,975 △70,024

負債計 6,583,971 5,317,030 △1,266,941

(*1)　「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似

するものであることから、記載を省略しております。

(*2)　「営業未収入金」「買掛金」「未払金」「短期借入金」については、短期間で決済される為、時価は帳簿価

額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

当中間連結会計期間末（令和５年３月31日）

 
　連結貸借対照表計上額

　　　　　　　（千円）
　時価（千円） 　差額（千円）

　(１)長期借入金

　　　（１年内返済を含む）
160,000 158,220 △1,779

　(２)リース債務 4,406 4,267 △138

　(３)入会保証金 5,725,350 4,336,694 △1,388,655

　(４)入会登録保証金 644,000 568,277 △75,722

負債計 6,533,756 5,067,460 △1,466,295

(*1)　「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似

するものであることから、記載を省略しております。

(*2)　「営業未収入金」「買掛金」「未払金」「短期借入金」については、短期間で決済される為、時価は帳簿価

額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

 

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（令和４年９月30日）

該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（令和５年３月31日）

該当事項はありません。

 

(2）時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（令和４年９月30日）
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金

　　（1年内返済を含む）
－ 158,688 － 158,688

リース債務

　　（1年内返済を含む）
－ 7,951 － 7,951

入会保証金 － 4,570,414 － 4,570,414

入会登録保証金 － 579,975 － 579,975

負債計 － 5,317,030 － 5,317,030

 

当中間連結会計期間（令和５年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金

　　（1年内返済を含む）
－ 158,220 － 158,220

リース債務 － 4,267 － 4,267

入会保証金 － 4,336,694 － 4,336,694

入会登録保証金 － 568,277 － 568,277

負債計 － 5,067,460 － 5,067,460

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金及びリース債務（１年内返済を含む）

　これらの時価は、元利金の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在

価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

入会保証金及び入会登録保証金

　これらの時価は、合理的に見積った返還予定時期に基づき、リスクフリー・レートで割り引いて算定して

おり、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

前連結会計年度末（令和４年９月30日現在）

　該当事項はありません。

当中間連結会計期間末（令和５年３月31日現在）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（令和４年９月30日）

　当社グループ（当社及び当社の連結子会社）は、デリバティブ取引を利用していないので、該当事項はありま

せん。

当中間連結会計期間（令和５年３月31日）

　当社グループ（当社及び当社の連結子会社）は、デリバティブ取引を利用していないので、該当事項はありま

せん。

 

（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前中間連結会計期間（自　令和３年10月１日　至　令和４年３月31日）

（単位：千円）

 
一時点で提供さ

れるサービス

一定期間にわた

り提供される

サービス

顧客との契約か

ら生じる収益
その他 　　合　　計

ゴルフ場収入 324,890 － 324,890 － 324,890

食堂収入 50,558 － 50,558 － 50,558

コース使用料 1,300 － 1,300 － 1,300

入会金 － 88,041 88,041 － 88,041

名義義書換料 － 24,045 24,045 － 24,045

契約ロッカー料 － 10,975 10,975 － 10,975

年会費 － 65,677 65,677 － 65,677

協賛金 4,090 － 4,090 － 4,090

　　計 380,839 188,739 569,579 － 569,579

 

当中間連結会計期間（自　令和４年10月１日　至　令和５年３月31日）

（単位：千円）

 
一時点で提供さ

れるサービス

一定期間にわた

り提供される

サービス

顧客との契約か

ら生じる収益
その他 　　合　　計

ゴルフ場収入 329,252 － 329,252 － 329,252

食堂収入 52,320 － 52,320 － 52,320

コース使用料 885 － 885 － 885

入会金 － 94,957 94,957 － 94,957

名義義書換料 － 23,762 23,762 － 23,762

契約ロッカー料 － 11,280 11,280 － 11,280

年会費 － 66,332 66,332 － 66,332

協賛金 2,145 － 2,145 － 2,145

　　計 384,603 196,333 580,937 － 580,937
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２．収益を理解するための基礎となる情報

(1) 顧客との契約及び履行義務に関する情報

　収益を理解するための基礎となる情報は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

３　会計方針に関する事項　(5)重要な収益及び費用の計上基準に記載のとおりです。

 

(2) 顧客との契約に基づいて、財貨の交付又は役務の提供によって得ることが見込まれる対価の額（取引価

格）を算定する際に用いた見積方法、インプット、仮定に関する情報

　ゴルフ場の入会金、名義書換料、プレー料金、年会費、契約ロッカー料は、同業他社の価格を参考に当

倶楽部に見合った価格を設定しており、倶楽部理事会、取締役会での承認を受けております。

　食堂収入の委託手数料は、食堂売り上げの一部を契約に基づいた割合で算出しております。

　コース使用料は、主催との契約で取り決めた価格で行っております。

　協賛金は、競技会、イベントの規模によって価格を想定し、契約によって決定しております。

 

(3) 取引価格を履行義務に配分する際に用いた見積方法、インプット、仮定に関する情報

　入会金及び名義書換料については、履行義務の充足に係る進捗度の見積りに当たり、現在の会員が会員

資格を継続すると見込まれる期間に対する当中間連結会計期間末までの経過期間に応じて収益を認識して

おります。なお、過去の退会者が会員資格を有していた平均的な期間を、現在の会員が会員資格を継続す

る期間であると仮定しており、当中間連結会計期間においては、過去の実績に基づき８年間で収益を認識

しております。

　年会費、契約ロッカー料については、契約期間が１年間であることから、契約期間に基づき収益を認識

しております。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当中間連結

会計期間末において存在する顧客との契約から当中間連結会計期間の末日後に認識すると見込まれる収益の

金額及び時期に関する情報

(1) 契約負債の残高等

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 135,214千円 78,586千円

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 68,915 64,963

契約負債（期首残高） 989,668 1,021,909

契約負債（期末残高） 1,039,510 1,157,338

顧客との契約から生じた債権は、営業未収入金であります。

契約負債は前受金及び長期前受金であります。その内容は、入会金、名義書換料で、会員登録から終了期

間にわたり収益を認識するもので、新規入会会員とのゴルフ倶楽部プレー予約、プレー料金割引、倶楽部施

設利用権について、会員申込書及び名義書換申請書に基づき顧客から受け取った対価であり、収益の認識に

伴い取り崩されます。
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(2) 残存履行義務に配分した取引価格

　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、

当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。残存履行義務に配分

した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

前中間連結会計期間（自　令和３年10月１日　至　令和４年３月31日）

 （単位：千円）

 前中間連結会計期間

2022年（令和４年）９月期下期 109,718

2023年（令和５年）９月期 200,681

2024年（令和６年）９月期 181,828

2025年（令和７年）９月期以降 481,223

合計 973,451

 

当中間連結会計期間（自　令和４年10月１日　至　令和５年３月31日）

 （単位：千円）

 当中間連結会計期間

2023年（令和５年）９月期下期 120,167

2024年（令和６年）９月期 225,853

2025年（令和７年）９月期 201,894

2026年（令和８年）９月期以降 542,387

合計 1,090,303

 

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　令和３年10月１日　至　令和４年３月31日）

当社グループは、単一のセグメントのため、セグメント情報は記載しておりません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　令和４年10月１日　至　令和５年３月31日）

当社グループは、単一のセグメントのため、セグメント情報は記載しておりません。
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【関連情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　令和３年10月１日　至　令和４年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の金額の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　特定の顧客であって、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　令和４年10月１日　至　令和５年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の金額の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　特定の顧客であって、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間連結会計期間（自　令和３年10月１日　至　令和４年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　令和４年10月１日　至　令和５年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間連結会計期間（自　令和３年10月１日　至　令和４年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　令和４年10月１日　至　令和５年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間連結会計期間（自　令和３年10月１日　至　令和４年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　令和４年10月１日　至　令和５年３月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前中間連結会計期間

（自　令和３年10月１日
至　令和４年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　令和４年10月１日
至　令和５年３月31日）

１株当たり中間純損失（△） △284.36円 △1,718.24円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純損失（△）（千円） △5,421 △32,761

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損失

（△）（千円）
△5,421 △32,761

普通株式の期中平均株式数（株） 19,067 19,067

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 

 
前連結会計年度

（令和４年９月30日）
当中間連結会計期間
（令和５年３月31日）

１株当たり純資産額 53,711.34円 51,993.10円

（算定上の基礎）   

純資産の部の合計額（千円） 1,024,114 991,352

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（千円）
1,024,114 991,352

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（株）
19,067 19,067

 

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和４年９月30日)
当中間会計期間

(令和５年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 174,899 202,909

営業未収入金 79,094 65,861

棚卸資産 17,740 19,445

前払費用 15,106 14,602

その他 1,204 1,282

貸倒引当金 △11,031 △10,908

流動資産合計 277,015 293,192

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 951,220 946,968

構築物（純額） 5,878,715 5,858,421

機械及び装置（純額） 68,691 68,086

車両運搬具（純額） 31,210 26,732

工具、器具及び備品（純額） 151,865 143,427

土地 2,817,418 2,817,418

建設仮勘定 － 32,828

リース資産（純額） 7,520 4,080

有形固定資産合計 9,906,642 9,897,962

無形固定資産 69,400 68,967

投資その他の資産   

関係会社株式 20 20

出資金 310 310

関係会社長期貸付金 125,000 125,000

長期前払費用 15,366 8,780

繰延税金資産 5,938 9,675

その他 989 957

貸倒引当金 △108,200 △111,400

投資その他の資産合計 39,424 33,343

固定資産合計 10,015,467 10,000,274

資産合計 10,292,482 10,293,467
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和４年９月30日)
当中間会計期間

(令和５年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 557 1,307

短期借入金 1,275,114 1,302,936

リース債務 5,918 4,406

未払法人税等 13,057 9,846

前受金 231,187 302,807

その他 ※１ 147,520 ※１ 107,166

流動負債合計 1,673,355 1,728,469

固定負債   

長期借入金 134,886 107,064

リース債務 2,203 －

退職給付引当金 233,979 226,141

入会保証金 5,765,850 5,725,350

入会登録保証金 650,000 644,000

長期前受金 790,722 854,531

固定負債合計 7,577,640 7,557,086

負債合計 9,250,996 9,285,556

純資産の部   

株主資本   

資本金 953,350 953,350

資本剰余金   

資本準備金 31,950 31,950

資本剰余金合計 31,950 31,950

利益剰余金   

利益準備金 49,387 49,387

繰越利益剰余金 6,799 △26,776

利益剰余金合計 56,186 22,611

株主資本合計 1,041,486 1,007,911

純資産合計 1,041,486 1,007,911

負債純資産合計 10,292,482 10,293,467
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②【中間損益計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　令和３年10月１日
　至　令和４年３月31日)

当中間会計期間
(自　令和４年10月１日
　至　令和５年３月31日)

営業収入 524,052 533,968

営業費用 424,949 455,598

営業総利益 99,102 78,369

一般管理費 102,244 116,828

営業損失（△） △3,142 △38,458

営業外収益   

受取利息 206 193

ゴルフ場利用税報償金 1,115 1,137

受取賃貸料 1,907 1,907

受取保険金 2 3,710

助成金収入 － 2,645

還付消費税等 612 －

その他 521 1,799

営業外収益合計 4,364 11,393

営業外費用   

支払利息 2,082 1,957

貸倒引当金繰入額 100 3,200

その他 326 117

営業外費用合計 2,508 5,275

経常損失（△） △1,286 △32,340

特別利益   

固定資産売却益 － ※１ 603

特別利益合計 － 603

特別損失   

固定資産除却損 ※２ 840 ※２ 333

特別損失合計 840 333

税引前中間純損失（△） △2,127 △32,070

法人税、住民税及び事業税 268 5,242

法人税等調整額 － △3,736

法人税等合計 268 1,505

中間純損失（△） △2,395 △33,575
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　令和３年10月１日　至　令和４年３月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

純資産合計
 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 953,350 31,950 49,387 970,000 △7,358 1,997,328 1,997,328

会計方針の変更による
累積的影響額

－ － － － △989,668 △989,668 △989,668

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

953,350 31,950 49,387 970,000 △997,026 1,007,660 1,007,660

当中間期変動額        

別途積立金の取崩 － － － △970,000 970,000 － －

中間純損失（△） － － － － △2,395 △2,395 △2,395

当中間期変動額合計 － － － △970,000 967,604 △2,395 △2,395

当中間期末残高 953,350 31,950 49,387 － △29,422 1,005,264 1,005,264

 

当中間会計期間（自　令和４年10月１日　至　令和５年３月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

純資産合計
 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余
金

 繰越利益剰余金

当期首残高 953,350 31,950 49,387 6,799 1,041,486 1,041,486

当中間期変動額       

中間純損失（△） － － － △33,575 △33,575 △33,575

当中間期変動額合計 － － － △33,575 △33,575 △33,575

当中間期末残高 953,350 31,950 49,387 △26,776 1,007,911 1,007,911
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１　資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

(2）棚卸資産

商品、貯蔵品

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

 

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。

建物 15～48年

構築物 10～38年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

(3）リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）退職給付引当金

　従業員の退職金支給に備えるため、自己都合退職による中間期末要支給額の100％を計上しておりま

す。

 

４　収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①ゴルフ場収入については、来場者のゴルフプレー料金で、履行義務の内容はコースの貸し出しであり、

サービスを提供した時点で収益を認識しております。

②コース使用料については、ゴルフ競技会やイベント時にコースを貸し出すことで得る収入で、サービス

を提供した時点、又はその期間にわたり収益を認識しております。

③入会金については、倶楽部の会員資格を得る対価で、会員にはプレーの予約や料金の割引、クラブハウ

スの利用権などが付与され、当社において会員が会員資格を保有すると想定した期間にわたり収益を

認識しております。なお、募集に係る代理店手数料については、入会時に費用計上しております。

④名義書換料については、上記、会員資格を得たものが他の者から名義を変更する場合の事務手数料で、

当社において会員が会員資格を保有すると想定した期間にわたり収益を認識しております。

⑤契約ロッカー料については、会員に専用のロッカーを貸し出す対価で、貸し出し期間は１年間であり、

その期間にわたり収益を認識しております。

⑥年会費については、会員への情報提供や施設の利用に関する費用に充てる会費で、期間は１年間であ

り、その期間にわたり収益を認識しております。

⑦協賛金については、スポンサー協賛やイベント協賛で、競技、イベントを行われる際の広告対価で、

サービスを提供した時点、又はその期間にわたり収益を認識しております。
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（中間貸借対照表関係）

※１　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債のその他に含めて表示しております。

 

 

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間（自　令和３年10月１日　至　令和４年３月31日）

　当社の営業収入については、上半期は冬期降雪による閉場日が多く、季節的変動が著しく、事業年度の上期

と下期の間に著しい相違があります。

 

当中間会計期間（自　令和４年10月１日　至　令和５年３月31日）

　当社の営業収入については、上半期は冬期降雪による閉場日が多く、季節的変動が著しく、事業年度の上期

と下期の間に著しい相違があります。

 

※１　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　令和３年10月１日
至　令和４年３月31日）

当中間会計期間
（自　令和４年10月１日
至　令和５年３月31日）

車両運搬具 －千円 603千円

計 － 603

 

 

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　令和３年10月１日
至　令和４年３月31日）

当中間会計期間
（自　令和４年10月１日
至　令和５年３月31日）

建物 503千円 253千円

構築物 175 －

機械装置 25 －

車両運搬具 137 －

工具器具備品 0 79

計 840 333

 

 

　　減価償却実施額

 
前中間会計期間

（自　令和３年10月１日
至　令和４年３月31日）

当中間会計期間
（自　令和４年10月１日
至　令和５年３月31日）

有形固定資産 82,691千円 78,860千円

無形固定資産 696 432

計 83,387 79,293

 

（有価証券関係）

前事業年度末（令和４年９月30日現在）

　子会社株式（貸借対照表計上額　20千円）は市場価格がない株式であることから時価を記載しておりません。

当中間会計期間末（令和５年３月31日現在）

　子会社株式（貸借対照表計上額　20千円）は市場価格がない株式であることから時価を記載しておりません。

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、中間連結財務諸表「注記事項（収益認識関

係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第66期）（自　令和３年10月１日　至　令和４年９月30日）令和４年12月28日北陸財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 

  令和５年６月29日

北陸観光開発株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 
 

太陽有限責任監査法人
 

 
 

北陸事務所
 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 五十嵐　忠　　㊞

 

中間監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる北陸観光開発株式会社の令和４年10月１日から令和５年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（令和４年

10月１日から令和５年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、北陸観光開発株式会社及び連結子会社の令和５年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（令和４年10月１日から令和５年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。

 

中間監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の

基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、

我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の

倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務諸

表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を

作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に

関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投

資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別

に又は集計すると、中間連結財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると

判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部

が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、

分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・　中間連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用な情報の表

示に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注

記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として中間連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間連結財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中

間連結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに

入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連

結財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠

を入手する。監査人は、中間連結財務諸表の中間監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で中間監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の

独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場

合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

　（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸

表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書

 

  令和５年６月29日

北陸観光開発株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 
 

太陽有限責任監査法人
 

 
 

北陸事務所
 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 五十嵐　忠　　㊞

 

中間監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる北陸観光開発株式会社の令和４年10月１日から令和５年９月30日までの第67期事業年度の中間会計期間（令和４年10

月１日から令和５年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、北陸観光開発株式会社の令和５年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（令和４年10月１

日から令和５年３月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

中間監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の

基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集

計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省

略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手

続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・　中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連

する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注

記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎

となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の

独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場

合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

北陸観光開発株式会社(E04618)

半期報告書

38/38


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１経営方針、経営環境及び対処すべき課題等
	２事業等のリスク
	３経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の状況
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	（１）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書
	中間連結損益計算書
	中間連結包括利益計算書

	③中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報


	（２）その他

	２中間財務諸表等
	（１）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	注記事項


	（２）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

